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１  監査委員 

    委員数    ４人（うち、識見委員  ２人、議員選出委員  ２人） 

    監査等執行状況（平成30年度） 

  ア  重点取り組み事項の登載 

        高松市監査実施計画に、事務事業に係る課題等を年度の重点取り組み事項として登載した。 

    重点取り組み事項 

ａ 補助金交付事務について 

ｂ 財産の管理について 

ｃ 行財政改革計画等の検証 

  イ  定期監査及び行政監査 

        市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、上記の事項に重点を置い

て監査したほか、適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として監査を実施した。 

 市長部門等   

監 査 の 対 象 監査の期間 

病院局 

市民病院事務局総務課、市民病院事務局経営企画課、市民

病院事務局医事課、塩江分院事務局、香川診療所事務局、

新病院整備課 

４／10～７／18 

健康福祉局 

健康福祉総務課、国保・高齢者医療課、障がい福祉課、生

活福祉課、長寿福祉課（地域包括ケア推進室）、介護保険

課、地域包括支援センター、子育て支援課、こども女性相

談課、こども家庭課、こども園総務課、こども園運営課、

こども未来館、保健対策課（感染症対策室、地域医療対策

室）、生活衛生課、保健センター 

８／27～１／28 

市民政策局 

政策課（水環境対策室、ユニバーサルデザイン推進室、移

住・定住促進室）、男女共同参画・協働推進課、コミュニ

ティ推進課、地域振興課、牟礼総合センター、香川総合セ

ンター、勝賀総合センター、国分寺総合センター、くらし

安全安心課、市民やすらぎ課、市民課（市民サービスセン

ター）、人権啓発課、住宅・まちづくり企画課、交通政策

課 

11／１～１／28 

総務局 

秘書課、総務課、コンプライアンス推進課、人事課（行政

改革推進室）、危機管理課、情報政策課（ＩＣＴ推進室）、

広聴広報課 

11／１～１／29 

財政局 

財政課、契約監理課（技術検査室）、財産経営課（ファシ

リティマネジメント推進室）、納税課（債権回収室）、市民

税課、資産税課 

12／３～１／29 

環境局 

環境総務課（地球温暖化対策室）、環境保全推進課、環境

指導課（適正処理対策室）、環境業務課、環境施設対策課、

南部クリーンセンター、西部クリーンセンター、衛生セン

ター 

出納室 出納室 
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   財産区 

監査の対象 監査の期間 監査の対象 監査の期間 

鬼 無 財 産 区 ８／27～10／３ 下 笠 居 財 産 区 ８／27～10／３ 

香 西 財 産 区 ８／27～10／３ 端 岡 財 産 区 ８／27～10／３ 

ウ 随時監査（工事監査） 

随時監査（工事監査）の実施はなかった。 

エ  財政援助団体等監査 

        市が財政的援助を与えている団体等の財政的援助に係る出納その他の事務の執行が、適正か

つ効率的に行われているかどうかを主眼として実施した。 

監 査 の 対 象 監査の期間 

株式会社五輪 ７／26～10／３ 

高松市民生委員児童委員連盟 ９／26～11／27 

高松市中央卸売市場清掃協力会 11／27～１／28 

オ  例月現金出納検査 

        会計管理者及び企業管理者の保管する現金の現在高及び出納関係諸表等の計数の正確性を検

証し、現金の出納事務が適正に行われているかどうかを主眼として実施した。 

対 象 期 間 対 象 期 間 

平成30年３月分出納 ４／20 ～ ４／26 平成30年９月分出納 10／19 ～ 10／30 

平成30年４月分出納 ５／18 ～ ５／28 平成30年10月分出納 11／20 ～ 11／27 

平成30年５月分出納 ６／20 ～ ６／27 平成30年11月分出納 12／19 ～ 12／27 

平成30年６月分出納 ７／19 ～ ７／26 平成30年12月分出納 １／18 ～ １／25 

平成30年７月分出納 ８／20 ～ ８／27 平成31年１月分出納 ２／20 ～ ２／27 

平成30年８月分出納 ９／19 ～ ９／27 平成31年２月分出納 ３／19 ～ ３／27 

カ  財政健全化及び経営健全化審査 

審査に付された書類について、健全化判断比率及び資金不足比率が適正に作成されているか

どうかを主眼として実施した。 

対   象 期 間 
意 見 書 

提出月日 

平成29年度の健全化判断比率及びその比率の算定の基礎

となる事項を記載した書類 
７／23～８／16 ８／16 

平成29年度の資金不足比率及びその比率の算定の基礎と

なる事項を記載した書類 
７／23～８／16 ８／16 

    キ  決算審査 

        決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行及び事業の経営が適正

かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施した。 
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対   象 期 間 
意 見 書 

提出月日 

平成29年度高松市病院事業会計決算 ５／25～７／18 ８／14 

平成29年度高松市水道事業会計決算 ５／25～７／18 ８／14 

平成29年度高松市下水道事業会計決算 ５／25～７／18 ８／14 

平成29年度高松市一般会計・特別会計歳入歳出決算 ６／28～７／26 ８／14 

平成29年度高松市鬼無財産区歳入歳出決算 ８／27～10／３ 10／31 

平成29年度高松市香西財産区歳入歳出決算 ８／27～10／３ 10／31 

平成29年度高松市下笠居財産区歳入歳出決算 ８／27～10／３ 10／31 

平成29年度高松市端岡財産区歳入歳出決算 ８／27～10／３ 10／31 

ク  住民監査請求 

        市民が監査委員に対して、市の執行機関または職員の違法または不当な公金の支出や財産の

管理等を怠る事実等について、当該行為によって市が被った損害を補填するなど必要な措置を講

じることを請求するものであり、請求のあった９件のうち却下１件及び取り下げ１件を除く７件

について監査を実施した。 

受付日 請 求 内 容 監査結果・公表日 

５／21 「広報たかまつ」の配布業務に係る委託契約の締結 ７／11 

６／25 社会福祉法人からの土地貸付料の徴収を怠る事実 ８／20 

８／１ 新北町南公園の植栽樹木伐採による財産処分 ９／20 

９／３ 市有財産の賃貸借契約の締結 10／16 

12／25 ため池跡地に係る公有財産の管理を怠る事実 ２／19 

１／21 
平成３１年度の「広報たかまつ」配布業務に係る委託契約

の締結 
３／15 

３／22 就学援助制度に係る公金支出 ５／15 

ケ  包括外部監査契約に基づく監査への協力  

      市長が契約する包括外部監査契約に基づく監査に伴い、包括外部監査人の求めに応じ、監査

委員の監査の事務に支障のない範囲内において、監査委員事務局職員に協力させた。 

        包括外部監査契約に基づく外部監査人 久保 誉一（公認会計士） 

          包括外部監査人の補助者７人（公認会計士） 

        監査実施期間 

平成30年７月25日から31年１月25日まで 

        選定した特定の事件（監査テーマ） 

教育及び子育てに関する財務事務の執行について 

    コ  措置未通知の解消 

       監査結果に対する措置状況をフォローアップすることにより、監査の実効性の確保を図ると

ともに、監査結果が事務事業の改善に資するよう、監査結果の指摘・意見の措置未通知の解消

に取り組んだ。 
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２ 選挙管理委員会 

  委員数  ４人 

 選挙人名簿登録者数  354,420人（31.３.１現在） 

 最近における市議会議員及び市長選挙の記録 

 

 最近における各種選挙の執行状況 

市議会議員選挙 

      年 次 

区 分 
23 27 31 

当日有権者数（人） 

投 票 者 数      （人） 

棄 権 者       (人） 

投 票 率      （％） 

無 効 投 票      （票） 

定 数      （人） 

立候補者数      （人） 

最高得票数      （票） 

最低得票数      （票） 

338,689 

165,363 

173,326 

48.82 

1,697 

40 

57 

5,045 

453 

340,076 

161,975 

178,101 

47.63 

3,901 

40 

50 

4,979 

255 

348,316 

139,648 

208,668 

40.09 

2,057 

40 

48 

4,568 

295 

市長選挙 

      年 次 

区 分 
23 27 31 

当日有権者数（人） 

投 票 者 数      （人） 

棄 権 者       (人） 

投 票 率      （％） 

無 効 投 票      （票） 

定 数      （人） 

立候補者数      （人） 

最高得票数      （票） 

最低得票数      （票） 

338,689 

 

 

 

 

1 

1 

 

 

340,076 

161,912 

178,164 

47.61 

4,568 

1 

2 

130,673 

26,668 

348,316 

 

 

 

 

1 

1 

 

 

選 挙 名 執行年月日 
定 数 

（人） 

立候補者

数（人） 

当 日 

有権者数（人） 

投 票 者 数 

（人） 

投 票 率 

（％） 

市 議 会 
27．４．26 

31．４．21 

40 

40 

50 

48 

340,076 

348,316 

161,975 

139,648 

47.63 

40.09 

市 長 
27．４．26 

31．４．21 

1 

1 

2 

1 

340,076 

348,316 

161,912 

無投票 

47.61 

無投票 

知 事 
26．８．31 

30．８．26 

1 

1 

2 

2 

342,693 

351,247 

106,853 

95,385 

31.18 

27.16 

県 議 会 
27．４．12 

31．４．７ 

15 

15 

15 

17 

340,257 

348,829 

無投票 

130,597 

無投票 

37.44 
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 期日前投票所の設置状況 

   平成15年６月の公職選挙法の一部改正に伴い、16年７月11日執行の参議院議員通常選挙から市

役所に期日前投票所を設置した。加えて、17年９月26日に塩江町と、18年１月10日に香南町、香

川町、国分寺町、庵治町、牟礼町と市町合併し、合併町に各１カ所の期日前投票所を設置したこ

とにより、計７カ所となった。 

さらに、市役所期日前投票所の混雑緩和と選挙人の利便性向上を目的として、22年７月11日執

行の参議院議員通常選挙から、瓦町駅前地下広場（ことでん瓦町駅西側地下１階）に、26年８月

31日執行の香川県知事選挙から、イオンモール高松に期日前投票所を設置したことにより、計９

カ所となった。 

また、瓦町ＦＬＡＧのオープンに伴い、28年７月10日執行の参議院議員通常選挙から、瓦町駅

前地下広場の期日前投票所を瓦町ＦＬＡＧ８階市民交流プラザＩＫＯＤＥ瓦町に移設するととも

に、公職選挙法の一部改正により、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられたことから、香川大学

（幸町キャンパス）に新たに期日前投票所を設置し、計10カ所となった。 

 海区漁業調整委員会委員選挙人名簿  

調 製 現 在 期 日 調 製 期 限 縦 覧 期 間 確 定 期 日 確 定 者 数 

30.９.１ 30.10.15 30.10.20～11.３ 30.12.５ 765人 

  平成30年12月の漁業法の一部改正により、公選制から選任制となったため選挙人名簿は調製し

ないものとされた。 

  啓発 

明るい選挙啓発ポスター募集事業及び模擬投票授業の実施等、常時啓発事業に積極的に取り組

選 挙 名 執行年月日 
定 数 

（人） 

立候補者

数（人） 

当 日 

有権者数（人） 

投 票 者 数 

（人） 

投 票 率 

（％） 

衆

議

院 

（小選挙区選出） 

26．12．14 

第１区 

第２区 

 

1 

1 

 

3 

3 

 

277,748 

67,733 

 

136,232 

34,544 

 

49.05 

51.00 

29．10．22 

第１区 

第２区 

 

1 

1 

 

2 

3 

 

285,732 

68,587 

 

148,492 

37,038 

 

51.97 

54.00 

（比例代表選出） 

26. 12. 14 

第１区 

第２区 

 

6 

 

 

36 

 

 

277,748 

67,733 

 

136,214 

34,545 

 

49.04 

51.00 

29. 10. 22 

第１区 

第２区 

 

6 

 

 

34 

 

 

285,732 

68,587 

 

148,480 

37,034 

 

51.96 

54.00 

参

議

院 

（選挙区選出） 

22. ７. 11 

25. ７. 21 

28. ７．10 

1 

1 

1 

3 

4 

4 

343,203 

346,731 

353,669 

195,048 

177,178 

172,786 

56.83 

51.10 

48.86 

（比例代表選出） 

22. ７. 11 

25. ７. 21 

28. ７．10 

48 

48 

48 

186 

162 

164 

343,203 

346,731 

353,669 

195,054 

177,181 

172,796 

56.83 

51.10 

48.86 
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み、市民の選挙意識の高揚と公職選挙法が目的とする、適正な明るい選挙の推進に努めた。 

 

３ 農業委員会 

 委員数 

農 業 委 員 農地利用最適化推進委員 計 

24人 55人 79人 

 構成 

農業委員会 

 

総  会 農業委員24人（うち会長１人、会長職務代理者２人） 

 

定例総会（旧農地部会審議案件を審議） 

                               地区部会 ７地区 

臨時総会（旧農政部会審議案件を審議） 

 

役 員 会 ７人 

  

       農地利用最適化推進委員 55人 

 

 

事 務 局 局長１人（農政課長事務取扱） 

 

       農 政 課 課長補佐１人 

 

農政管理係 ４人 

 

農 地 係 ８人 

 

 委員の任期 

   農業委員及び推進委員 平成29年７月20日～令和２年７月19日 

 会議開催状況                       （30.４.１～31.３.31） 

会議等名称 回数 協       議       内       容 

通常総会 1 事業報告、事業計画等協議 

定例総会 12 
毎月１回農地転用申請審議、農政関係施策・事業等

協議 

農地特別部会 12 毎月１回農地転用申請等に係る現地調査 

地区部会（７部会） 84 
農地部会及び定例総会審議案件のうち、地区部会関

係分の事前審査 

農業相談会 18 利用権設定等を中心に地区部会ごとに開催 

その他会議 30 役員会・講習会等 

農業委員研修会 3 農地・農政関係法令等研修 
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 事業内容（令和元年度計画） 

ア 各種会議の開催等 

 農業委員会通常総会を開催し、平成30年度事業報告及び令和元年度事業計画(案)について

審議する。 

 定例総会及び農地特別部会を開催し、農地法・農業振興地域の整備に関する法律及び農業

経営基盤強化促進法等に基づく法令業務の適正な審査と的確かつ迅速な処理に努める。 

 臨時総会を開催し、農政上の重要課題について検討協議する。 

 から までについて、審議過程の透明性を確保する観点から、当該議事録をホームペー

ジで公表する。 

 役員会を開催し、農業委員会業務の運営・総会等に付議すべき事案等の検討を行い、農業

委員会の円滑な運営を図る。 

 地区部会を開催し、地区内の農業振興や農地利用の最適化を推進するとともに、定例総会

の適正かつ円滑な運営を図るため、農地に関する各種申請等の事前審査を行う。 

 農業委員会等に関する法律第38条第１項の規定に基づき、農業者との意見交換会など農業

者の要望をもとにした農地等の利用の最適化の推進に関する施策の改善についての具体的な

意見を提出する。 

 次期改選（令和２年７月20日）に向けて、農業委員及び農地利用最適化推進委員の候補者

の推薦説明会を開催し、円滑な体制整備を図る。 

イ 農地関係事業 

農業委員会等に関する法律第６条第１項各号に掲げる事務等を処理する。 

 農地申請等処理業務 

ａ 農地法第３条許可申請については、農業委員・推進委員と事務局が連携して現地調査を

行うとともに、同条第２項各号の規定及び許可の審査基準等に基づき適正な審査を行う。

特に、農地所有適格法人の要件が緩和されたことから、その審査に的確に対応する。 

ｂ 農地法第４条及び第５条許可申請については、厳格な審査が求められることから、農業

委員・推進委員と事務局が連携して現地調査を行うとともに、県農業会議常設審議委員会

の意見聴取が不要の事案は、速やかに許可処分する。 

ｃ 県農業会議常設審議委員会の意見聴取対象事案は、農地特別部会において現地調査を行

うとともに、同委員会の現地確認調査対象事案についても的確に対応し、意見決定後、速

やかに許可処分する。 

ｄ 農地転用許可事務等の情報については、農業委員会だより、ホームページ、パンフレッ

ト等を活用し、市民及び関係者に周知する。 

ｅ コンクリート張りした農業用ハウスを、農地として取り扱う改正農地法に的確に対応す

る。 

ｆ 残存小作地については、賃借人の相続による名義の変更等、農地台帳を整備し農地法第

18条関係の適正な事務処理を行う。 
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ｇ その他農地法に基づく届出等については、法の趣旨に照らして適正かつ迅速な処理を行

う。 

ｈ 無断転用防止の啓発を図るため、農地パトロールを実施し、違反転用に対する罰則強化

の周知徹底とともに、無断転用者には農地法の理解と追認許可を得るための転用申請の指

導を行う。 

ｉ 相続税・贈与税納税猶予適格者証明等他法令に基づく証明事務については、事務処理要

領等に基づき適正に処理するとともに、「遊休農地に係る贈与税及び相続税の納税猶予制度

の適正な運用について」の通知を受け、猶予を受けている特例農地に係る適正化管理台帳

を整備する。 

 農地調整事務処理事業 

農地の利用関係をめぐる紛争については、農地法第25条の規定に基づき、申し出に対し和

解の仲介を行う。 

 農地所有適格法人の事業状況の把握 

農地法第６条の規定に基づき、農業の担い手である農地所有適格法人からの事業報告書の

提出を徹底し、要件緩和された法人の事業状況を把握する。 

 特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律等に基づく業務  

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律及び市民農園整備促進法に基づく農

業委員会の承認・決定に当たっては、地域の土地利用の動向に即した円滑な指導を行う。 

 各種機関の農地行政上からの意見要請 

必要に応じて農業委員・推進委員と事務局が連携して現地調査を行い、適正な意見の決定

を行う。 

  ウ 農政関係事業 

農業委員会等に関する法律第６条第２項及び第３項に掲げる事務等を処理するとともに、同

法第７条の規定により策定した農地利用の最適化の推進に関する指針に基づき、担い手への農

地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進等の取り組みを強化する。 

 農政活動業務 

ａ 各種農政施策推進業務 

    ｂ 農業経営基盤強化促進事業における農用地利用集積調整活動を通しての経営確立支援 

    ｃ 農業の担い手・後継者不足地域における農業・農村活性化対策 

ｄ 利用権設定等促進事業における積極的な新規就農希望者に対する相談活動及び農地のあ

っせん 

    ｅ 農業次世代人材投資資金（旧青年就農給付金）の交付対象となる認定新規就農者に対し、

今まで以上に農地のあっせんを図る仕組みに変更されたため、そのサポート役の重点化 

    ｆ 農業関係予算の確保対策 

    ｇ 農業関係税制対策 

    ｈ 農業金融制度の改善拡充対策 
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    ｉ 家族経営協定締結の推進  

    ｊ その他必要な農政諸問題対策 

 農地の利用状況調査及び遊休農地対策 

農地利用状況調査の実施に当たっては、高松市と共同で実施し、高松市地域農業再生協議

会の地域組織である地区水田部会等と連携を図る。 

農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査の結果、同法第32条第１項第１号の 

遊休農地の所有者等に対し県農地機構への貸し付けを促す利用意向調査を行うなど、遊休農

地対策を強化するとともに、新規就農者等に対し遊休農地の具体的な情報を紹介し、その解

消に努める。 

    人・農地プランの実質化に向けた対策 

     次期「かがわの農地利用最適化推進運動」の重点項目である「農地所有者の意向把握」と

「集落での話合い活動」に取り組み、その活動を強化する。 

    香川県農地機構による農地の借り入れ・転貸について、現行では２つの計画（市の農用地

利用集積計画と機構の農用地利用配分計画）が必要となるが、市の農用地利用集積計画のみ

で一括して権利設定を可能にするなど、改正農地中間管理事業の推進に関する法律に的確に

対応する。 

 所有者不明の農地の利用権設定を容易にする改正農業経営基盤強化促進法に的確に対応す

る。 

 農地台帳及び農地に関する地図の公表 

農地法第52条の３の規定により、農地に関する情報の活用の促進を図るため、農地台帳整

備のほか、農地情報公開システム（全国農地ナビ）フェーズ２へ円滑に移行し、新規参入希

望者・規模拡大希望者等の農地の受け手や県農地機構が求める情報を提供する。 

 行政機関に対する意見の提出 

農業委員会等に関する法律第38条第１項の規定に基づき、農業者との意見交換会など農業

者の要望をもとにした農地等の利用の最適化の推進に関する施策の改善意見を市長に提出す

る。 

 機構集積支援事業 

    ａ 農地の利用状況調査のための支援 

    ｂ 農地台帳の整備補正のための支援 

    ｃ 農地の権利移動・借賃等調査のための支援 

    ｄ 農地集積の推進活動のための支援 

    ｅ 農業委員研修の実施のための支援 

 賃借料情報の提供 

農地法第52条の規定に基づき、地域における賃借料の目安になるものとして、農業委員会 

が調査し、その情報をホームページ・農業委員会だよりを活用し関係者に継続的に周知す 

るとともに、適正な運用を図る。 
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 農業経営基盤強化促進法に基づく業務 

  農業経営基盤強化促進法に基づく高松市の基本構想に沿って改善計画を定めた農家等に対

し、改善目標達成のため農用地の集積を積極的に支援する施策を展開するとともに、関係機

関・団体と相互に連携を図り、農用地利用関係の調整等、農業経営基盤の強化促進に努める。 

 農地移動適正化あっせん事業 

農業振興地域の整備に関する法律及び農業委員会等に関する法律の規定に基づき、担い手

への農地集積のために農地中間管理事業の活用も含めた売買・貸借・交換等のあっせんを行

う。 

 地域農業再生活動の推進 

「食料・農業・農村基本計画」に基づき農業の持続的発展と望ましい農業構造の実現に向

けて、「人・農地プラン」の作成・見直し、新規就農対策、県農地機構を活用した新たな農

地集積対策や遊休農地解消対策等を県農業会議・県農地機構・行政・農業団体と連携して推

進する。 

 農業簿記記帳講習会 

経営感覚にすぐれた効率的・安定的な経営体を育成するため、認定農業者や多様な担い手

を対象に農業簿記記帳講習会等を開催し、収入保険制度に的確に対応するとともに、簿記記

帳及び経営分析の指導を実施し経営管理能力の向上を図る。 

 農業者年金業務 

農業者の老後生活の安定及び福祉の向上を図るため、農業者年金制度の周知及び加入促進

に努めるとともに、的確な経営移譲と、その後の農地管理、各種名義の変更等の指導を行う。 

 農業委員会情報活動 

農家に対して、農業政策・農業技術・経営管理、先進事例等、各種の情報を迅速に提供す

るため、全国農業図書のあっせんと参考資料の配布を初め、農業委員会だよりの発行による

啓発宣伝、全国農業新聞購読の普及推進を行う。 

 調査指導等業務 

農業委員会業務の適正な運営を確保するため各種基礎調査を実施するとともに、必要に応

じて関係機関等との密接な連携を図る。 

 研修会 

農地中間管理事業の推進に関する法律等が大幅に改正され、新たな制度に的確に対応する

ため研修会を開催し、幅広い知識の習得に努めるとともに、県及び県農業会議等の研修会へ

積極的に参加し、農業委員・推進委員活動の円滑な推進を図る。 

 系統組織活動への参加 

全国農業会議所・県農業会議等が実施する各種農政活動に積極的に参加し、系統組識の円 

滑な業務運営を図る。 
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 地区別農地関係事務取扱状況 

ア 耕作目的での権利移転・設定等（平成30年度）                （単位：㎡） 

区  分 

３条 

（所有権） 

３条 

（賃借権） 
18条１項 18条６項 競公売買受

適格証明 

贈与税適 

格者証明 

相続税適 

格者証明 

処理 

件数 
許  可 許可 通知 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 計 

第
１
地
区 

高松                

鶴尾 4 1,908     1 2,502     1 3,465 6 

太田   2 2,558         3 8,912 5 

女木                

男木 1 2,274             1 

仏生山 2 2,136     5 5,503     1 910 8 

多肥 4 4,091 1 3,130   2 5,832       7 

一宮 7 5,503 2 1,759   2 3,325       11 

第
２
地
区 

木太   2 5,465         1 830 3 

古高松 4 3,433 3 2,066   9 15,608     1 3,045 17 

屋島 1 1,006             1 

牟礼 6 11,225 2 3,761   4 9,417     1  4,232 13 

庵治 1 333 1 665   3 1,720       5 

第
３
地
区 

前田 2 18,167 1 3,462   2 2,738       5 

川添 5 8,634 1 2   1 3,110     1 1,346 8 

林 9 5,669     2 1,810     1 5,931 12 

三谷 4 5,068 1 157   2 3,686       7 

第
４
地
区 

香川 16 28,337 3 9,500   12 16,612 1 2,512   1 2,035 33 

塩江 3 9,623     2 1,934       5 

第
５
地
区 

川岡 3 11,487      5 6,434     1 3,282 9 

円座 3 3,605     2 2,958       5 

檀紙 3 1,195 4 9,490   3 2,506       10 

弦打 4 8,361 2 1,295   5 7,923     1 982 12 

香南 10 25,410 5 9,829   9 25,799     1 11,416 25 

第
６
地
区 

鬼無 9 11,783 1 4,436   8 8,451     1 3,002 19 

香西 2 1,390     2 1,941     1 476 5 

下笠居 16 13,656 9 19,485   4 6,682       29 

国分寺 15 24,324 8 20,829   16 11,344     1 7,233 40 

第
７
地
区 

川島 2 1,264 2 7   7 10,999     1 6,531 12 

十河 4 7,911 2 12,217           6 

西植田 7 7,860             7 

東植田 5 15,820     3 6,166       8 

合 計 152 241,473 52 110,113     111 165,000 1 2,512   18 63,628 334 
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イ 転用目的での権利移転・設定等（平成30年度）            (単位：㎡) 

区 分 
４ 条 許 可 ５ 条 許 可 非 農 地 証 明 農地改良届出 処理件数 

件数 面  積 件数 面  積 件数 面 積 件数 面 積 計 

第
１
地
区 

高 松 10 1,976 6 2,354     16 

鶴 尾 9 2,862 16 14,163     25 

太 田 12 9,062 16 8,321     28 

女 木   3 1,399     3 

男 木          

仏 生 山 5 1,948 14 12,292     19 

多 肥 6 4,174 29 45,544     35 

一 宮 7 2,836 25 28,140     32 

第
２
地
区 

木 太 5 1,800 25 23,132     30 

古 高 松 6 5,425 39 40,458 6 2,707   51 

屋 島 3 813 5 1,454     8 

牟 礼 3 2,334 20 22,108     23 

庵 治 1 678 6 2,084 1 144   8 

第
３
地
区 

前 田 6 4,215 5 2,875 2 807   13 

川 添 7 2.614 34 58,068     41 

林 17 11,097 58 92,373 5 140   80 

三 谷 5 1,986 19 26,443 2 5,208   26 

第
４
地
区 

香 川 11 4,000 42 33,450 5 3,307   58 

塩 江 2 2.713 3 4,027 1 561   6 

第
５
地
区 

川 岡 4 1,469 6 15,165 1 40   11 

円 座 3 244 28 30,986 1 100   32 

檀 紙 7 3,798 29 38,210 7 6,003   43 

弦 打 6 3,448 21 27,248 1 199   28 

香 南 12 4,949 19 14,485 1 198   32 

第
６
地
区 

鬼 無 5 1,629 11 23,582 1 81   17 

香 西 4 1,080 7 7,365     11 

下 笠 居 3 11,448 9 18,012 4 3,463 1 2,081 17 

国 分 寺 22 12,944 53 49,136 4 3,377   79 

第
７
地
区 

川 島 3 153 17 22,913     20 

十 河 4 2,236 8 13,054 1 48   13 

西 植 田   9 33,002 4 12,247   13 

東 植 田   2 994 1 713   3 

合 計 188 103,931 584 712,837 48 39,343 1 2,081 821 

ウ 各種証明等状況（平成30年度） 

工事完了証明 288件 競公売買受適格証明 1件 

耕作証明 122件 小作地証明 12件 

許可証明及び受理証明  120件 取消 9件 

使用貸借返還通知 107件 農地等の権利取得の届出 85件 
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 農業経営基盤強化促進事業（利用権設定等促進事業及び農地中間管理事業）実施状況（平成 30

年度） 

ア 農用地利用集積計画                             （単位：㎡） 

公告日年月日 
賃  借  権 使用貸借権 所  有  権 合    計 

筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 

平成30年３月30日  471 450,984 575 564,904 ― ― 1,046 1,015,888 

平成30年10月31日   363 380,888  677 694,707 5 2,984 1,045 1,078,579 

イ 農用地利用配分計画                            (単位：㎡) 

公告日年月日 
賃  借  権 使用貸借権 所  有  権 合    計 

筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 

平成30年５月31日 116 114,490  103 106,216 ― ― 219 220,706 

平成30年10月30日 78 75,656 ― ― ― ― 78 75,656 

平成30年12月28日  132 135,280 265 301,544 ― ―  397 436,824 

※期間借地を含む。 

 農政活動状況 

  ア 農業委員会だより     年２回発行、各16,000部 

  イ 農業者年金の状況 

農業者年金加入者数等内訳                          （31.３.31現在） 

加 入 者 数 受 給 者 数 

通 常 政策支援 計 経営移譲年金 老齢年金 計 

18 5 23 186 216 402 

 

４ 公平委員会 

  委員数    ３人 

 臨時会    ４回（平成30年度） 

  事務内容 

ア 職員の給与・勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置をと

ること 

イ 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること 

ウ 職員の苦情相談に関し、必要な措置をとること 

エ 管理職員等の範囲を規則で定めること 

オ 職員団体の登録等に関する事務 

カ 職員団体等に対する法人格の付与に関する法律についての事務 

キ 高松市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の審査の請求に関し、必要

な措置をとること 

ク 再就職者からの依頼等に係る届出に関する事務 

  内容別件数（平成30年度） 

    ア 職員団体の登録等の事務 ３件 
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イ 公平委員会規則及び規程の制定・改正等 １件 

 登録職員団体 

ア 高松第一高等学校教職員組合（昭和44年４月22日登録） 

イ 高松市職員労働組合    （昭和48年６月22日登録） 

ウ 高松市学校職員協議会   （昭和50年４月22日登録） 

エ 香川県教職員組合高松支部 （平成19年11月19日登録） 
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